
毎日の生活についてのアンケート（ヤングケアラー調査）結果について 
 

１ 調査の概要  

令和６年６月に施行された、子ども・若者育成支援推進法の改正により、自治体におけ

る各種支援対象としてヤングケアラーが明記されるとともに、自治体において任意の記名

式等、個人を把握することが可能な方法により、少なくとも年に１回の調査の実施が求め

られています。 

本市では、当該趣旨に則り任意の記名式（家族以外の大人への相談を希望する場合に記

名してもらうもの）の調査を実施しました。 
 

〇 調査対象  

市内の公立小学校３２校の５年生・６年生の全員（５，５５４人） 

市内の公私立中学校２４校の生徒全員（８，９２９人） 
 

○ 調査方法  

ＷＥＢアンケート（任意※の記名方式） 
 

○ 調査期間  

令和７年１２月１５日～令和８年１月１８日 
 

２ 調査回答状況  

(1) 回答者数 

・小学５年生･６年生：２，２５９人【回答率：４０．７％】 

・中学生：２，９７２人【回答率：３３．３％】 
 

（2）記名の上、回答した人数 

・小学５年生･６年生：４９人（回答者数の２．２％） 

・中学生：２３人（回答者数の０．８％） 
 

３ 児童・生徒からの回答への対応について  

記名のあった児童・生徒、及び、記名はないものの一定の条件に当てはまる児童・生徒

については、回答内容から緊急性の有無を判断し、以下のとおり区分する。 
 

Ａ【虐待等の可能性から緊急性有り】 

Ｂ【学校において見守りの対象（要注視）】 

Ｃ【学校において見守りの対象（要注視とまではいかないものの、何らか変化があった際に気付ける程度）】 
 

Ａと判断した場合 

学校の協力のもと、こども家庭センターから該当児童・生徒へコンタクトを取る等、必

要な支援に繋げます。 

ＢまたはＣと判断した場合 

  学校において、該当児童・生徒の見守りを行い、変化が見られた場合等、学校からＳ

ＳＷや市の担当部署に状況を共有してもらい、支援について検討します。 
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